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1.　18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨）
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 40,244 △22.1 △637 ─ △518 ─

17年９月中間期 51,626 △12.5 △112 ─ 125 ─

18 年 ３ 月 期 98,596 △16.9 △210 ─ 248 ─

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 90 ─ 1 33

17年９月中間期 △8,211 ─ △120 90

18 年 ３ 月 期 △8,950 ─ △131 78
(注) ① 期中平均株式数 18年９月中間期 67,911,270株 17年９月中間期 67,920,623株 18年３月期 67,917,833株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 51,848 26,397 50.9 388 71

17年９月中間期 60,433 26,981 44.6 397 27

18 年 ３ 月 期 55,765 26,335 47.2 387 78
(注) ① 期末発行済株式数 18年９月中間期 67,909,717株 17年９月中間期 67,917,132株 18年３月期 67,913,598株

　 ② 期末自己株式数 18年９月中間期 732,571株 17年９月中間期 725,156株 18年３月期 728,690株

　

2.　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 87,200 210 5,640

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　83円05銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)
　 中間期末 期末 年間

18年３月期 0.00 0.00 0.00

19年３月期(実績) 0.00 ―
5.00

19年３月期(予想) ― 5.00

※上記の予想は、現時点で入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る現時点における
仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
上記の予想に関する事項につきましては、添付資料の６ペ－ジをご参照ください。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 5,465,078 　 　 3,358,307 　 　 1,403,385 　

　２　受取手形 　 　 2,084 　 　 6,425 　 　 137 　

　３　売掛金 ※３ 　 3,967,004 　 　 2,056,970 　 　 2,502,709 　

　４　たな卸資産 ※３ 　 9,396,082 　 　 9,328,963 　 　 10,787,730 　

　５　その他
※２
　

　 2,704,646 　 　 2,962,760 　 　 2,773,340 　

　　　貸倒引当金 　 　 △13,000 　 　 △7,000 　 　 △10,000 　

　　　流動資産合計 　 　 21,521,894 35.6 　 17,706,425 34.2 　 17,457,301 31.3

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※1,3 　 4,147,365 　 　 3,447,008 　 　 4,132,919 　

　　(2) 土地 ※３ 　 12,698,351 　 　 10,962,479 　 　 13,398,089 　

　　(3) その他 ※１ 　 990,637 　 　 959,780 　 　 855,739 　

　　　有形固定資産合計 　 　 17,836,353 29.5 　 15,369,267 29.6 　 18,386,747 33.0

　２　無形固定資産 　 　 2,973,107 4.9 　 2,049,862 4.0 　 2,761,649 4.9

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 関係会社株式 ※３ 　 4,275,043 　 　 2,907,403 　 　 2,907,403 　

　　(2) 関係会社
　　　　長期貸付金

　 　 7,571,000 　 　 6,267,400 　 　 7,120,580 　

　　(3) 敷金保証金 ※３ 　 10,043,033 　 　 11,193,408 　 　 10,864,197 　

　　(4) その他 ※３ 　 2,334,077 　 　 1,929,051 　 　 2,551,294 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △6,121,000 　 　 △5,574,000 　 　 △6,284,000 　

　　　投資その他の資産
　　　合計

　 　 18,102,153 30.0 　 16,723,261 32.2 　 17,159,474 30.8

　　　固定資産合計 　 　 38,911,613 64.4 　 34,142,390 65.8 　 38,307,870 68.7

　　　資産合計 　 　 60,433,507 100.0 　 51,848,815 100.0 　 55,765,171 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※４ 　 299,227 　 　 159,814 　 　 228,903 　

　２　買掛金 　 　 6,741,801 　 　 4,653,757 　 　 6,194,154 　

　３　一年内償還予定の
　　　社債

　 　 ― 　 　 ― 　 　 2,500,000 　

　４　短期借入金 ※３ 　 6,580,000 　 　 6,800,000 　 　 1,751,000 　

　５　未払法人税等 　 　 65,108 　 　 67,376 　 　 95,470 　

　６　未払消費税等 ※２ 　 ― 　 　 90,642 　 　 ― 　

　７　賞与引当金 　 　 102,200 　 　 33,000 　 　 ― 　

　８　その他 　 　 2,436,874 　 　 3,126,021 　 　 2,523,075 　

　　　流動負債合計 　 　 16,225,210 26.9 　 14,930,611 28.8 　 13,292,602 23.8

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※３ 　 13,550,000 　 　 6,750,000 　 　 12,300,000 　

　２　退職給付引当金 　 　 1,830,121 　 　 1,603,188 　 　 1,736,842 　

　３　役員退職慰労
　　　引当金

　 　 559,595 　 　 559,595 　 　 559,595 　

　４　関係会社損失引当金 　 　 108,000 　 　 ― 　 　 ― 　

　５　預り敷金保証金 　 　 833,668 　 　 938,732 　 　 840,306 　

　６　その他 　 　 345,590 　 　 669,391 　 　 700,329 　

　　　固定負債合計 　 　 17,226,974 28.5 　 10,520,906 20.3 　 16,137,072 29.0

　　　負債合計 　 　 33,452,184 55.4 　 25,451,517 49.1 　 29,429,674 52.8
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 19,011,853 31.4 　 ─ ─ 　 19,011,853 34.1

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 7,224,078 　 　 ─ 　 　 7,224,078 　

　２　その他資本剰余金 　 　 9,062,213 　 　 ─ 　 　 9,062,213 　

　　　資本剰余金合計 　 　 16,286,291 26.9 　 ─ ─ 　 16,286,291 29.2

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　中間(当期)
　　　未処理損失

　 　 8,211,565 　 　 ─ 　 　 8,950,269 　

　　　利益剰余金合計 　 　 △8,211,565 △13.6 　 ─ ─ 　 △8,950,269 △16.1

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 285,831 0.5 　 ─ ─ 　 380,314 0.7

Ⅴ　自己株式 　 　 △391,087 △0.6 　 ─ ─ 　 △392,692 △0.7

　　　資本合計 　 　 26,981,323 44.6 　 ─ ─ 　 26,335,497 47.2

　　　負債・資本合計 　 　 60,433,507 100.0 　 ─ ─ 　 55,765,171 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 19,011,853 36.7 　 ― 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 　 ― 　 　 4,752,963 　 　 ― 　

　　(2) その他資本剰余金 　 　 ― 　 　 2,583,058 　 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 7,336,021 14.1 　 ― 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 　 ― 　 　 90,370 　 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 90,370 0.2 　 ― 　

　４　自己株式 　 　 ― 　 　 △394,208 △0.8 　 ― 　

　　　株主資本合計 　 　 ― 　 　 26,044,035 50.2 　 ― 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― 　 　 353,262 　 　 ― 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― 　 　 353,262 0.7 　 ― 　

　　　純資産合計 　 　 ― 　 　 26,397,298 50.9 　 ― 　

　　　負債純資産合計 　 　 ― 　 　 51,848,815 100.0 　 ― 　
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 51,656,163 100.0 　 40,244,395 100.0 　 98,596,206 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 　 43,010,331 83.3 　 33,079,528 82.2 　 81,970,197 83.1

　　　売上総利益 　 　 8,645,832 16.7 　 7,164,867 17.8 　 16,626,009 16.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 8,758,533 16.9 　 7,802,595 19.4 　 16,836,302 17.1

　　　営業損失 　 　 112,701 0.2 　 637,727 1.6 　 210,293 0.2

Ⅳ　営業外収益 ※２ 　 732,823 1.4 　 510,480 1.3 　 1,406,165 1.4

Ⅴ　営業外費用 ※３ 　 494,789 1.0 　 390,812 1.0 　 947,802 1.0

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

　 　 125,333 0.2 　 △518,058 △1.3 　 248,070 0.2

Ⅵ　特別利益 　 　 251,645 0.5 　 1,304,822 3.2 　 357,706 0.4

Ⅶ　特別損失 ※4,5 　 8,576,543 16.6 　 685,394 1.7 　 9,534,045 9.7

　　　税引前中間純利益又
　　　は中間(当期)純損失
　　 （△）

　 　 △8,199,565 15.9 　 101,370 0.2 　 △8,928,269 9.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 12,000 　 　 11,000 　 　 22,000 　 　

　　　法人税等調整額 　 ― 12,000 0.0 ― 11,000 0.0 ― 22,000 0.0

　　　中間純利益又は中間
　　  (当期)純損失(△)

　 　 △8,211,565 15.9 　 90,370 0.2 　 △8,950,269 9.1

　　　前期繰越利益 　 　 ― 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　中間(当期)
　　　未処理損失

　 　 8,211,565 　 　 ― 　 　 8,950,269 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 19,011,853 7,224,078 9,062,213 16,286,291

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　資本準備金からその他資本剰余
　金への振替

　 △2,471,115 2,471,115 　

　欠損填補のための資本剰余金
　取崩

　 　 △8,950,269 △8,950,269

　中間純利益 　 　 　 　

　自己株式の取得 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

　 △2,471,115 △6,479,154 △8,950,269

平成18年９月30日残高(千円) 19,011,853 4,752,963 2,583,059 7,336,022

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) ― △8,950,269 △8,950,269 △392,692 25,955,183

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　資本準備金からその他資本剰余
　金への振替

　 　 　 　 　

　欠損填補のための資本剰余金
　取崩

　 8,950,269 8,950,269 　 　

　中間純利益 　 90,370 90,370 　 90,370

　自己株式の取得 　 　 　 △1,516 △1,516

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

　 9,040,639 9,040,639 △1,516 88,854

平成18年９月30日残高(千円) ― 90,370 90,370 △394,208 26,044,037

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 380,314 380,314 26,335,497

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　資本準備金からその他資本剰余
　金への振替

　 　 　

　欠損填補のための資本剰余金
　取崩

　 　 　

　中間純利益 　 　 90,370

　自己株式の取得 　 　 △1,516

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△27,052 △27,052 △27,052

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△27,052 △27,052 61,802

平成18年９月30日残高(千円) 353,262 353,262 26,397,298
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　子会社株式及び関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　子会社株式及び関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　

　

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　子会社株式及び関連会社株式

同左

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

　　　　時価のないもの

同左

　(2) デリバティブ取引

　　　　時価法

　(2) デリバティブ取引

同左

　(2) デリバティブ取引

同左

　(3) たな卸資産

　　　　商品………先入先出法に基

づく原価法

　　　　　ただし、書籍及

びAVソフト等の

一部については

売価還元法に基

づく原価法

　　　　貯蔵品……最終仕入原価法

に基づく原価法

　(3) たな卸資産

同左

　(3) たな卸資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以

後取得の建物(その付属設備は

除く。)については、定額法を

採用しております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定額法によっております。

なお主な耐用年数は以下

の通りであります。

建　物　２～20年

その他　２～６年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以

後取得の建物(その付属設備は

除く。)については、定額法を

採用しております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっております。

　　　なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

　(2) 無形固定資産

同左

　(2) 無形固定資産

同左

　(3) 長期前払費用(投資その他の資

産「その他」に含む。)

　　　店舗を賃借するために支出す

る権利金等は、当該賃借期間

により期限内均等償却の方法

によっており、その他は法人

税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

　(3) 長期前払費用(投資その他の資

産「その他」に含む。)

同左

　(3) 長期前払費用(投資その他の資

産「その他」に含む。)

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計

上しております。

　(2) 賞与引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しており

ます。ただし、当期は支給見

込額がないため賞与引当金を

計上しておりません。

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。

　　　数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

によりそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しておりま

す。

　　　過去勤務債務については、そ

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。

　(3) 退職給付引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

　　　数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

によりそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しておりま

す。

　　　過去勤務債務については、そ

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員の退職慰労金

に関する内規に基づく中間期

末要支払額を計上しておりま

す。

　(4) 役員退職慰労引当金

同左

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員の退職慰労金

に関する内規に基づく期末要

支払額を計上しております。

　(5) 関係会社損失引当金

　　　関係会社の財政状態の悪化に

よる損失に備えるため、欠損

金額に対応する当社負担見込

額のうち、当該関係会社への

投融資額を超える額を計上し

ております。

　(5) 関係会社損失引当金

　　　　　　―――――

　(5) 関係会社損失引当金

　　　　　　―――――
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理によっており

ます。

　　　なお、為替予約についてはヘ

ッジ対象である外貨建金銭債

務に振当処理を行っておりま

す。また、特例処理の要件を

満たす金利スワップについて

は特例処理を採用しておりま

す。

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段…為替予約及び金

利スワップ

　　　ヘッジ対象…外貨建予定取引

及び変動金利の

借入金

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　(3) ヘッジ方針

　　　為替予約取引については取引

の上限を設定し、為替相場の

動向を勘案のうえ、あらかじ

め想定した損益の確保を目的

として、設定された枠内で取

引を行っております。

金利スワップ取引について

は、市場金利の動向を勘案

し、個別に所定の社内決裁手

続を経たうえで、支払金利に

係るキャッシュ・フローの変

動リスクを回避する目的で取

引を行っております。

　(3) ヘッジ方針

同左

　(3) ヘッジ方針

同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　為替予約取引については、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象の重要

な条件が同一であるため有効

性の判定を省略しておりま

す。また、金利スワップ取引

については、金利スワップの

特例処理が認められるため有

効性の判定は省略しておりま

す。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　(1) 消費税及び地方消費税の会計

処理

　　　税抜方式によっております。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　(1) 消費税及び地方消費税の会計

処理

同左

６　その他財務諸表作成のため

　　の基本となる重要な事項

　(1) 消費税及び地方消費税の会計

処理

同左
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会計処理の変更

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会　平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成15年10月31

日　企業会計基準適用指針第6号）を

適用しております。

　これにより、営業損失が180,765千

円減少し、経常利益が同額増加して

おります。また、税引前中間純損失

が7,991,296千円増加しております。

　なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

（ポイント制度に係る会計処理）

　当社はポイント制度に係る会計処

理について、従来ポイント付与時に

売上値引として売上高から控除する

方法によっておりましたが当中間会

計期間より、ポイント付与時に販売

費として処理する方法に変更いたし

ました。

　これは、相対値引を代替する方法

として全店展開を開始したポイント

制度の目的が、顧客情報の収集・顧

客の囲い込みへとシフトしているこ

と、及び他業態との連携により、当

社で付与したポイントが他社で使用

できる等、ポイントの使用態様が変

化してきている実態に鑑み、経営実

態をより的確に財務諸表に反映する

ことを目的として会計処理を変更し

たものであります。

　この変更に伴い、従来と同一の方

法によった場合に比べ、「売上高」

が206,490千円増加し、「販売費及び

一般管理費」が同額増加した結果、

売上総利益が同額増加しておりま

す。なお、営業損失、経常利益及び

税引前中間純損失に与える影響はあ

りません。

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第6号）を適用

しております。

　これにより営業損失が378,858千円

減少し、経常利益が同額増加してお

ります。また、税引前当期純損失が

8,099,396千円増加しております。

　なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

（ポイント制度に係る会計処理）

　当社はポイント制度に係る会計処

理について、従来ポイント付与時に

売上値引として売上高から控除する

方法によっておりましたが当事業年

度より、ポイント付与時に販売費と

して処理する方法に変更いたしまし

た。

　これは、相対値引を代替する方法

として全店展開を開始したポイント

制度の目的が、顧客情報の収集・顧

客の囲い込みへとシフトしているこ

と、及び他業態との連携により、当

社で付与したポイントが他社で使用

できる等、ポイントの使用態様が変

化してきている実態に鑑み、経営実

態をより的確に財務諸表に反映する

ことを目的として会計処理を変更し

たものであります。

　この変更に伴い、従来と同一の方

法によった場合に比べ、「売上高」

が434,362千円増加し、「販売費及び

一般管理費」が同額増加した結果、

売上総利益が同額増加しております

が、営業損失、経常利益及び税引前

当期純損失に与える影響はありませ

ん。
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

前事業年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

―――――

　

　

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日企業会計基準第５号）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は26,397,298千円でありま

す。

　なお、中間財務諸表規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸表

規則により作成しております。
                          
(有形固定資産の減価償却の方法の変

更）

有形固定資産の減価償却方法は、従

来法人税法の耐用年数及び残存価額

に基づく定率法（但し、平成10年４

月１日以降取得の建物を除く）によ

っておりましたが、当中間会計期間

より経済的耐用年数に基づく定額法

に変更しております。

　当該変更は、当中間会計期間か

ら、店舗展開方式の従来の中大型店

から「ソリューションストア」と呼

ぶ小型新業態の多店舗化（売場面積

1,000平方メートル以下のいわゆる家

電量販店の゛コンビニ゛化）への変

更により、店舗投資における資本装

備率が低下したこと、及びそれに伴

う新店舗の収益構造が平均化したこ

とから、減価償却費の収益との合理

的対応及びより適切な費用配分を行

うために実施したものであります。

この変更により、従来の方法によっ

た場合に比べ、減価償却費は98,058

千円減少した結果、営業損失及び経

常損失はそれぞれ同額減少し、税引

前中間純利益は同額増加しておりま

す。

　

―――――
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表示方法の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間において固定資産の投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりました「関係会

社株式」（前中間会計期間4,207,618千円）について

は、資産総額の百分の五を超えたため、当中間会計期間

より区分掲記しております。

―――――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計
額は10,099,189千円でありま
す。

※１　有形固定資産の減価償却累計
額は10,720,871千円でありま
す。

※１　有形固定資産の減価償却累計
額は10,761,998千円でありま
す。

※２　仮払消費税等と仮受消費税等
を相殺のうえ、流動資産のそ
の他として表示しておりま
す。

※２　仮払消費税等と仮受消費税等
を相殺のうえ、流動負債のそ
の他として表示しておりま
す。

※２　　　　 ―――――

※３　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、

　　　次のとおりであります。

たな卸資産 9,312,330千円

建物 1,783,801

土地 12,691,011

投資有価証券 539,373

関係会社株式 605,978

敷金保証金 4,486,516

　　計 29,419,009

※３　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、

　　　次のとおりであります。

たな卸資産 9,219,443千円

建物 1,097,900

土地 10,955,139

投資有価証券 686,633

関係会社株式 605,978

敷金保証金 4,382,662

　　計 26,947,755

※３　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、

　　　次のとおりであります。

たな卸資産 10,698,867千円

建物 1,859,210

土地 13,390,749

投資有価証券 690,515

関係会社株式 605,978

敷金保証金 4,395,570

　　計 31,640,889

　　　担保付債務は、次のとおりで
あります。

短期借入金 6,580,000千円

長期借入金 13,550,000

　　計 20,130,000

　　　なお、上記のほか貸出コミッ
トメント契約の未使用残高
1,920,000千円の担保にも供さ
れております。

　　　担保付債務は、次のとおりで
あります。

短期借入金 6,800,000千円

長期借入金 6,750,000

　　計 13,550,000

　

　　　担保付債務は、次のとおりで
あります。

短期借入金 1,634,000千円

一年内返済予
定の長期借入
金

2,500,000

長期借入金 12,300,000

　　計 16,434,000

　　　なお、上記のほか貸出コミッ
トメント契約の未使用残高
2,666,000千円の担保にも供さ
れております。

※４　　　　　――――― ※４　中間会計期間末日満期手形
中間期末日満期手形の会計処
理は、手形交換日をもって決
済処理しております。
なお、当中間会計期間末日が
金融機関の休日であったた
め、次の中間会計期間末日満
期手形が、中間会計期間末残
高に含まれております。
支払手形　　　　2,966千円

※４　　　　　―――――

　５　当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため取引銀行６行と
貸出コミットメント契約を締結
しております

　　　当中間会計期間末における貸
出コミットメントに係る借入金
実行残高は次のとおりでありま
す。

貸出コミット
メントの総額

6,000,000千円

借入実行残高 4,080,000 　

差引額 1,920,000 　

　５　当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため取引銀行４行と
貸出コミットメント契約を締結
しております

　　　当中間会計期間末における貸
出コミットメントに係る借入金
実行残高は次のとおりでありま
す。

貸出コミット
メントの総額

4,300,000千円

借入実行残高 4,300,000 　

差引額 ─ 　

　５　当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため取引銀行４行と
貸出コミットメント契約を締結
しております。

　　　当事業年度末における貸出コ
ミットメントに係る借入金実行
残高は次のとおりであります。

　

貸出コミット
メントの総額

4,300,000千円

借入実行残高 1,634,000 　

差引額 2,666,000 　
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前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

　６　財務制限条項

　　　借入金及び貸出コミットメン

ト契約について、以下の財務

制限条項が付されておりま

す。

　

　　　平成18年3月決算期以降におい

て、各指標を以下のとおり維

持する。

　　　(１)連結貸借対照表における

資本の部の合計金額の総

資産に対する割合が35％

以上であること。

　　　(２)連結損益計算書における

経常利益がプラスである

こと。

　　　(３)レバレッジ・レシオ(注)

を以下の数値未満とする

こと。

決算期 数値

平成18年3月期 11.00

平成19年3月期 9.00

平成20年3月期 8.00

平成21年3月期 7.00

　(注)レバレッジ・レシオは、対象

決算期末日における連結有利子

負債残高を、対象期間における

連結経常損益に連結減価償却費

を加えた金額で除して算出する

数値であります。

　６　財務制限条項

　　　借入金及び貸出コミットメン

ト契約について、以下の財務

制限条項が付されておりま

す。

　

　　　平成18年3月決算期以降におい

て、各指標を以下のとおり維

持する。

　　　(１)連結貸借対照表における

資本の部の合計金額の総

資産に対する割合が35％

以上であること。

　　　(２)連結損益計算書における

経常利益がプラスである

こと。

　　　(３)レバレッジ・レシオ(注)

を以下の数値未満とする

こと。

決算期 数値

平成18年3月期 11.00

平成19年3月期 9.00

平成20年3月期 8.00

平成21年3月期 7.00

　(注)レバレッジ・レシオは、対象

決算期末日における連結有利子

負債残高を、対象期間における

連結経常損益に連結減価償却費

を加えた金額で除して算出する

数値であります。

　６　財務制限条項

　　　借入金及び貸出コミットメン

ト契約について、以下の財務

制限条項が付されておりま

す。

　

　　　平成18年3月決算期以降におい

て、各指標を以下のとおり維

持する。

　　　(１)連結貸借対照表における

資本の部の合計金額の総

資産に対する割合が35％

以上であること。

　　　(２)連結損益計算書における

経常利益がプラスである

こと。

　　　(３)レバレッジ・レシオ(注)

を以下の数値未満とする

こと。

決算期 数値

平成18年3月期 11.00

平成19年3月期 9.00

平成20年3月期 8.00

平成21年3月期 7.00

　(注)レバレッジ・レシオは、対象

決算期末日における連結有利子

負債残高を、対象期間における

連結経常損益に連結減価償却費

を加えた金額で除して算出する

数値であります。
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(中間損益計算書関係)

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 285,320千円

無形固定資産 206,725千円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 162,777千円

無形固定資産 172,188千円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 585,214千円

無形固定資産 432,520千円

※２　営業外収益のうち主なものは

次のとおりであります。

受取利息 79,160千円

仕入割引 410,406千円

※２　営業外収益のうち主なものは

次のとおりであります。

受取利息 65,340千円

仕入割引 344,342千円

※２　営業外収益のうち主なものは

次のとおりであります。

受取利息 157,862千円

仕入割引 805,779千円

※３　営業外費用のうち主なものは

次のとおりであります。

支払利息 354,726千円

売上割引 108,236千円

※３　営業外費用のうち主なものは

次のとおりであります。

支払利息 252,589千円

売上割引 75,206千円

※３　営業外費用のうち主なものは

次のとおりであります。

支払利息 677,812千円

売上割引 206,935千円

※４　特別損失のうち主なものは次

のとおりであります。

貸倒引当金
繰入額

434,000千円

減損損失 7,991,296千円

※４　特別損失のうち主なものは次

のとおりであります。

ソフトウェ
ア臨時償却

590,371千円

※４　特別損失のうち主なものは次

のとおりであります。

貸倒引当金
繰入額

587,894千円

減損損失 8,478,254千円

※５　減損損失

　　　当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してお

ります。

場所 用途 種類

東京地区

　8物件

神奈川地区

　7物件

千葉地区

　6物件

埼玉地区

　8物件

営業

店舗

建物

構築物

器具備品

土地

その他

千葉地区

　1物件

埼玉地区

　1物件

賃貸

用資

産

建物

構築物

土地

東北地区

　1物件

信越地区

　1物件　

遊休

資産
土地

　

――――― ※５　減損損失

　　　当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してお

ります。

場所 用途 種類

東京地区

　10物件

神奈川地区

　8物件

千葉地区

　9物件

埼玉地区

　8物件

営業

店舗

建物

構築物

器具備品

土地

その他

千葉地区

　1物件

埼玉地区

　1物件

賃貸

用資

産

建物

構築物

土地

東京地区

　1物件
処分

予定

資産

建物

構築物

土地

その他

東北地区

　1物件

信越地区

　1物件　

遊休

資産
土地
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　当社はキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として店舗を基

本単位としてグルーピングして

おります。また賃貸用資産、遊

休資産においても主に閉鎖した

店舗の各物件単位を最小単位と

して個々の資産毎にグルーピン

グしております。

　　営業活動から生じる損益が継続

してマイナスまたは、土地等の

時価が帳簿価額より大幅に下落

している場合、資産グループの

固定資産簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断した店舗に

ついて、当該資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上いたしまし

た。

※減損損失の内訳

　　営業店舗　　7,718,982千円

　　（内、土地　4,816,742千円

　　　　　建物　1,391,035千円

　　　　　その他1,511,205千円)

　　賃貸用資産　　257,146千円

　　（内、土地　　225,452千円

　　　　　建物　　 30,460千円

　　　　　その他　　1,234千円)

　　遊休資産15,168千円（土地）で

あります。

　　　なお、当該資産グループの回

収可能価額は正味売却価額、あ

るいは使用価値により測定して

おります。正味売却価額は建物

及び土地については、不動産鑑

定評価または固定資産税評価額

に基づき算出し、評価しており

ます。また使用価値は将来キャ

ッシュ・フローを6.0％で割り引

いて算定しております。

　 　　当社はキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として店舗を基

本単位としてグルーピングして

おります。また賃貸用資産、遊

休資産においても主に閉鎖した

店舗の各物件単位を最小単位と

して個々の資産毎にグルーピン

グしております。

　　営業活動から生じる損益が継続

してマイナスまたは、土地等の

時価が帳簿価額より大幅に下落

している場合、資産グループの

固定資産簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断した店舗に

ついて、当該資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額8,478,254千円を

減損損失として特別損失に計上

いたしました。

※減損損失の内訳

　　営業店舗　　7,923,475千円

　　（内、土地　4,816,742千円

　　　　　建物　1,473,656千円

　　　　　その他1,633,077千円)

　　賃貸用資産　　257,146千円

　　（内、土地　　225,452千円

　　　　　建物　　 30,460千円

　　　　　その他　　1,234千円)

　　処分予定資産　282,464千円

　　（内、土地　　280,261千円

　　　　　建物　　 　　76千円

　　　　　その他　　2,127千円

　　遊休資産15,168千円（土地）で

あります。

　　　なお、当該資産グループの回

収可能価額は正味売却価額、あ

るいは使用価値により測定して

おります。正味売却価額は建物

及び土地については、不動産鑑

定評価または固定資産税評価額

に基づき算出し、評価しており

ます。また使用価値は将来キャ

ッシュ・フローを6.0％で割り引

いて算定しております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 728,690 3,881 ─ 732,571
　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　3,881株
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リース取引関係

　

　　半期報告書においてＥＤＩＮＴにより開示を行うため記載を省略しております。
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年９月30日)
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

　
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

関連会社株式 605,978 896,906 290,928

　

当中間会計期間末(平成18年９月30日)
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

　
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

関連会社株式 605,977 834,565 228,588

　

前事業年度末(平成18年３月31日)
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

　
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

関連会社株式 605,977 963,269 357,292
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１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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重要な後発事象

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　当社は、平成17年7月29日開催の取
締役会において、平成17年10月1日付
けをもって、当社の連結子会社であ
る株式会社ナカウラを吸収合併する
ことを決議し、同年10月1日をもっ
て、株式会社ナカウラを吸収合併い
たしました。
　合併に関する事項の概要は次のと
おりであります。

1.　合併の目的

　　株式会社ナカウラは、東京・秋
葉原で長年の間、家電製品の販
売を続けておりますが、取扱商
品、販売手法、顧客層ともに当
社と類似しており、今後、グル
ープ全体の経営資源の効率的運
用を図るため、同社を吸収合併
するものであります。

2.　合併の要旨

（１）合併期日　平成17年10月1日

（２）合併方式

　　　当社を存続会社とする吸収合
併（簡易合併）方式で、株式
会社ナカウラは解散いたしま
した。

（３）合併比率並びに合併交付金

　　　当社は、株式会社ナカウラの
全株式を所有しており、合併
による新株式の発行および資
本金の増加はありません。ま
た合併交付金の支払いはあり
ません。

（４）財産および権利義務の引継ぎ

　　　当社は、合併期日において株
式会社ナカウラの資産・負債
および権利義務の一切を引継
ぎました。

　　　なお、株式会社ナカウラより
引き継いだ資産及び負債の額
は以下のとおりです。

　　　資産合計　　　1,389百万円

　　　負債合計　　　　733百万円

　　　差引正味財産　　656百万円

（重要な連結範囲の変更）
　当社の持分法適用関連会社であ
る、株式会社真電（当社所有株式数
2,011千株、簿価605,978千円）は、
平成19年３月１日を期して、株式会
社ノジマと合併し解散する予定で
す。その結果株式会社真電は、解散
時点をもって、当社の持分法適用関
連会社に該当しなくなります。
　
（重要な資産の譲渡）
　当社は営業戦略面での店舗配置効
率化、ならびに、経営改革面での、
固定資産流動化および有利子負債圧
縮策の一環として、平成18年9月29日
に所有不動産につき、売買契約を締
結し平成19年１月31日に引渡し予定
です。
　
（1）譲渡資産の内容

No
資産の内容及び

所在地

帳簿価格 譲渡価格
譲渡前の
使途

（百万円） （百万円）

1

ナカウラ本店

1,048

5,500

　

東京都千代田区
外神田

店舗

1-12-1 当社使用

土地　　192㎡ 　
建物　1,788㎡ 　

2

アソビット・キ

ャラシティ

457

　

東京都千代田区
外神田

店舗

1-13-3 当社使用

土地　　196㎡ 　
建物　1,377㎡ 　

3

デューティフリ
ー・アキハバラ

1,546 2,500

　

東京都千代田区
外神田

店舗

1-15-3 当社使用

土地　　184㎡ 　

建物　1,345㎡ 　

　 合計 3,052 8,000 　

　
(2)譲渡先の概要

　 NO.１及びNO.２ NO.３

商号

株式会社シンプレ
クス・インベスト
メント・アドバイ
ザーズ

株式会社サンケイ
ビル

本店所在地

東京都千代田区丸
の内

東京都千代田区大
手町

１丁目２番１号 １丁目６番１号

代表者
代表取締役社長 代表取締役社長

林　正道 中本　逸郎

　
なお、ナカウラ本店・アソビットキ
ャラシティにつきましては、改築
後、地下１階から地上３階までを賃
借して新装オープンする予定であ
り、また、デューティフリー・アキ
ハバラは譲渡後、リースバックして
営業を継続いたします。

重要な資産の譲渡

　当社は、経営改革の一環として、
平成18年３月31日に所有不動産につ
き、売買契約を締結し、平成18年５
月31日に引渡しを完了しておりま
す。
　
(1)譲渡資産の内容

No 資産の内容及び
所在地

帳簿価格
（百万円）

譲渡価格
（百万円）

譲渡前の
使途

1

本社ビル
東京都千代田区
神田
須田町２丁目
19番４ほか
土地　 583㎡
建物 4,380㎡

　

1,585 2,771
本社

当社使用

2

お茶の水ビル

東京都千代田区

猿楽町

２丁目６番８号

土地　　228㎡

建物　　644㎡

47 255
事務所
当社
使用

3

その他の物件
土地及び建物
東京都千代田区
外神田
１丁目所在の５
物件
土地　　435㎡
建物　1,300㎡

1,491 1,495

店舗等
当社使用
又は未使

用

　 合計 3,123 4,521　

　
(2)譲渡先の概要

　 NO.１及びNO.３ NO.２

商号
株式会社星和ホー
ムズ

ＩＣアセット株式
会社

本店所在地
東京都渋谷区代々
木
１丁目36番６号

東京都文京区小石
川
１丁目２番４号

代表者
代表取締役社長
熊谷　功

代表取締役社長
岩田　圭剛

　
　なお、上記物件の売却益1,396,772
千円は平成19年３月期に特別利益と
して計上する予定であります。
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